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      日本海溝巨大地震 内閣府評価に対する日本原燃評価のごまかし  

 

内閣府は、日本海溝沿いの巨大地震（以下「日本海溝巨大地震」）による六ケ所村の震度

を 6 強としています 1）。国土交通省の実測値による資料によれば、震度 6 強は最大加速度

830～1500 ガル程度 2）に相当し、再処理施設の設計基準地震動 700 ガルを大きく上回りま

す。  

この内閣府の報告に対して、日本原燃は日本海溝巨大地震に対応した「検討用地震のパラ

メータが内閣府の数値を上回るので影響ない」と主張しています（図 1）。 

Ⅰ.  日本原燃は、「内閣府の知見 当社の地震動評価への影響はなし」と主張しています。 

日本原燃の検討用地震と内閣府の日本海溝モデルを比較した図 1 では、敷地に近く、 

再処理工場への影響が大きいと考えられる検討用地震の SMGA＊1 と日本海溝モデルの

SMGA①を比較すると、基本ケースでは概ね同じ位置に同程度の面積を想定しています。ま

た、応力降下量、短周期レベルともに、検討用地震の SMGA1 の方が日本海溝モデルの

SMGA①よりも大きな値です。以上より、「内閣府(2020)の知見を踏まえても、当社の地震

動評価への影響はないと評価した。」3）と主張しています。 

＊強い地震の揺れをもたらす領域が強震断層域、そのなかで特に強い地震動（強震動）を発生させる領域が強震動生

成域（SMGA）とされています。  

 

図 1 日本原燃提出 内閣府（2020）の日本海溝モデル（左）と検討用地震（右）の比較 3） 

Ⅱ. 日本原燃は内閣府と異なる方式でパラメータを算出しています。 

図 1 の表で日本原燃は、2011 年東北地方太平洋沖地震（以下「2011 年地震」）以前の地

震調査委員会（2009）の強震動予測レシピ 4）等（以下「レシピ方式」）でパラメータを推計

しています。一方、内閣府は、2011年地震の調査研究による解析結果を整理し、SMGA の

パラメータを直接推計しています 1）。そのパラメータは、2011 年地震の地震動を再現して

おり、その直接推計は信頼性が高いものです 6）7）。従って、図 1 の日本原燃のパラメータの

数値は、内閣府と比べ過大評価になっている可能性があり、以下検証します。 

Ⅱ-1．地震モーメント＊ 日本原燃は地形等を反映しない全域モデルを使用 

＊地震を起こした断層運動の強さを物理的に表したもの。（記号：Mo 単位：Nm） 

 

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/12348280/www2.nra.go.jp/data/000245240.pdf　
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 日本原燃は、プレートの形状や海底地形の変化がみられる境界について調べず、強震断

層域全域の地震モーメントから SMGA の地震モーメントを推計しています（以下「全域モ

デル」）8）。内閣府（2012）は、強震断層域を幾つかの領域（以下「セグメント」）に分割し、

個々のセグメントの地震モーメントから SMGAの地震モーメントを推計しました（以下「セ

グメントモデル」）。そして、①全域モデルは、セグメントモデルに比べて地震モーメントを

大きめに評価すること（表 1）、②セグメントモデルは、2011 年地震の震度分布を概ね再現

していること（表 2）（図 2）が、これらの表と図から分かります 9）。従って、日本原燃の地

震モーメントも過大に評価されていることがわかりました。 

           表 1 全域モデル（上）とセグメントモデル（下）の比較の例 9） 

            

        

      表 2 セグメントモデル 東北地方太平洋地震震度分布を概ね再現した応力降下量 9） 

         

        

図 2 東北地方太平洋沖地震の震度再現比較，全域モデルは過大評価，セグメントモデルが観測値に近似 9） 

Ⅱ-2. 応力降下量*  日本原燃は 1.4 倍し 2011年地震に合わせた。  

＊地震断層に蓄えられた応力（単位：N/m2＝Pa）は、地震の発生によって解放されます。この蓄えら

れた応力の解放量を応力降下量（単位：MPa）と呼びます 5）。   

日本原燃は、全域モデルで求められた検討用地震の SMGA1の応力降下量 24.6MPaを

三陸沖北部の地域性を考慮して 1.4 倍の 34.5MPa にしています（図 1）8）。この数値は、 
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同じ太平洋プレートの沈み込みに伴うプレート間地震が対象である女川原発と同じ方法

で、設定されています。女川原発の地震動評価は、2011 年地震の観測記録と比較して小

さくなりました。そのため、宮城県沖の地域性を考慮して応力降下量を 1.4 倍の 34.5MPa

にしています。その結果、2011年地震の観測記録と整合したとしています 10）。 

その後、2011年地震を考慮し宮城県沖の応力降下量を 39.4 MPaに見直しています 11）。 

表 3 既往研究における東北地方太平洋沖地震の強震動生成域（ＳＭＧＡ）5） 

    

     

     図 3 2011 地震の強震動生成域の応力降下量と強震動生成域のモーメントマグニチュードとの関係 1） 

  

一方、内閣府（2015）は、SMGA の応力降下量について、2011年地震での調査研究に

よる解析結果を整理し、表 3，図３より各 SMGA の面積や地震モーメントの大小によら

ず、多少のばらつきはあるものの概ね 15～30MPa の範囲にあることを示しました。こ

のことから、2011 年地震の震度の再現モデルの検討に用いる応力降下量は 30MPa とし

ています 1）。その際、39.8MPaを除外して平均値 22.2MPaを求めています（図 3）。内閣

府の日本海溝モデルは、SMGA の応力降下量を 30MPa に設定してパラメータを求め、

SMGA のみのモデルで地震動を推計しています 1）。SMGA のみのモデルは、背景領域の

地震動を考慮することなく SMGA のみを用いた地震動の推計方式で（ 図 1）、2011年地

震の地震動を再現出来ています 6）7）。 
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Ⅱ-３ 短周期レベル＊  日本原燃は応力降下量から求めています 8）。 

図１の表に日本原燃による正確性に⽋ける応力降下量が示されていますが、その値か

ら求めた短周期レベルを掲載し比較する意味があるとは考えられません。 

＊周期の短い地震動の大きさがどのくらいかをだいたい示すパラメータ。 

Ⅲ. まとめ 

 内閣府のセグメントモデルは、セグメントの地震モーメントを定めてから SMGA の

応力降下量を設定する方式であり、想定より大きな地震動を推計している可能性を否定

できませんでした。内閣府は SMGA を直接解析する方式により SMGA の応力降下量等

のパラメータを求め不確定性を小さくし 12）、2011年地震の地震動を再現しています 6）7）。 

日本原燃は内閣府の実測による方式と条件を一致させ、同じ方式で求めたパラメータ

により比較し、日本海溝巨大地震による工場への影響を評価し判断するべきです。それが

科学的な方法です。 
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